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新潟県の今とこれからの動きを伝えます。
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K A S A H A R A  Y O S H I M U N E
笠原よしむね

県政活動報告
新潟県議会議員　笠原 義宗

　南区の皆さんこんにちは、県議
会議員笠原義宗です。
　毎年春に県政報告を配布させて
頂いておりますが、今年で10号に
なりました。10年間支えて頂いてお
ります皆様に感謝申し上げます。

　5月29日の新潟県知事選挙において花角英世知事が
2期目当選致しました。4年間の実績と花角さんの穏や
かな人柄が評価されたのではないかと思います。今後
の4年間で新潟県の地域課題の解決や、魅力ある新
潟県づくりを共に進めて行きます。ご支援頂きありがとう
ございました。
　コロナ禍での県政報告は３回目となります。この２年
間でコロナウイルスは弱毒化し、軽傷・無症状の方が
多く、医療がひっ迫していない状況でありますので、感
染対策に一人一人が協力して頂きなるべく平常な社会
活動に近づけていける1年にしていけたらと考えておりま
すが、もう少し感染拡大を抑えるために皆様のご協力
をお願い致します。
　県政においては、新型コロナウイルスの感染拡大防
止対策と社会経済活動の維持・回復、ポストコロナ社
会の成長基盤となる脱炭素社会への転換、デジタル改
革の実行、分散型社会の実現を軸に令和４年当初予
算と2月補正予算を合わせ15か月予算として、1兆4623
億円を可決致しました。新型コロナウイルス感染対策に
万全を期すと共に、今年はポストコロナ社会を見据えた
中長期的な成長戦略が増加されています。IT企業な
ど若者に選ばれる企業の集積を促進し新潟が選ばれる
地域となるような取り組みや、県内企業のDX化や地域

医療の課題解決に向けたオンライン診療の検討、なか
なか進まなかった行政手続きのオンライン化やオンライン
決済の導入、GIGAスクール構想の推進などのデジタ
ル化施策や脱炭素社会への転換として官民一体となり
再エネ・脱炭素燃料の活用やCO2排出の削減の取り
組みが進んでいます。
　南区においては地域の皆さんと白根高校の魅力向上
に努めると共に、小中高校でスポーツができる環境など
少子化を踏まえた課題に向き合っていきます。また、減
災・防災の観点から国の5か年国土強靭化加速化対
策などを活用し、中ノ口川の河川改修事業に9億円程
度の整備が進みますが、地域の方から中ノ口川改修
整備促進協議会を設立して頂き感謝しています。南区
の交通の利便性向上のために利用者の意見を踏まえた
バス交通の見直しや、区バスのあり方、特にオンデマ
ンドバスの導入に向けて動いて行きます。また新潟空港
を拠点としたトキエアという地域航空会社の新規航路が
できる予定で交流人口増加が期待できます。農業にお
いては県議会で新潟県農林水産物のブランド条例を制
定し、魅力ある農作物を首都圏や海外へのプロモーシ
ョンや販売促進に力を入れ、稲作から園芸への流れを
進め、儲かる農業を後押しすると共に、農村の景観を
生かした観光商品作りや、観光農園や白根大凧合戦
など観光振興にも力を入れていきます。
　今後とも子供達が希望が持てる新潟県、新潟市南
区をつくるために国会議員・市議会議員の皆様と力を
合わせて前進できるよう力を注いで参りますので、皆様
のご指導を宜しくお願い致します。
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うち、新型コロナウイルス感染症関連予算 2,362億円うち、新型コロナウイルス感染症関連予算 2,362億円
令和4年度当初予算規模1兆3,562億円令和4年度当初予算規模1兆3,562億円

R3+R2補正比 －29億円（－0.2％）R3+R2補正比 －29億円（－0.2％）

R3比 －512億円（－3.6％）R3比 －512億円（－3.6％）

1兆4,623億円1兆4,623億円1兆4,623億円
新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。新潟県の今とこれからの動きを伝えます。
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令和4年通常予算決定！

予算編成に当たってのポイント

県

○新型コロナウイルスの感染拡大防止対策と社会経済活動の維持・回復の両立に向けて、引き続き最
大限の取組を実施

○社会経済環境の変化を捉え、ポスト・コロナ社会の成長基盤となる「脱炭素社会への転換」、「デジタ
ル改革の実行」、「分散型社会の実現」など中長期的な課題も踏まえながら、「住んでよし、訪れてよ
しの新潟県」の実現に向けた取組を積極的に推進

○令和４年度当初予算と令和３年度２月冒頭補正予算を一体編成することにより、有利な財源を活用し
ながら切れ目のない予算編成を実施

○令和13年度に迎える公債費の実負担のピークも見据えつつ、行財政改革行動計画の取組を着実に推進

◆令和4年度の予算の特徴と
して、国の防災・減災、国土
強靱化のための５か年加速
化対策等による有利な財源
を活用し事業量を確保した
ことにある。

中ノ口川、信濃川が
通る南区において、

防災減災の予算が増額されて
いることは注目に値します。今
後、さらに事業実現に向けて努
力いたします。

R3+R2補正：2,026億円

R4+R3補正：2,160億円
＋134億円 (＋ 6.6%)

よしむね
チェック

投資事業
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・ 副反応に対応する専用コールセンターの設置等、円滑な
新型コロナウイルスワクチンの接種に向けた体制を確保

・ 市町村が運営する集団接種会場へ医療従事者を派遣
する医療機関を支援するとともに、中小企業・大学等が行
う職域接種や、個別接種を実施する医療機関を支援

　新型コロナウイルス感染症を契機とした社会経済活
動の変化への対応を促すため、県内中小企業等が行
う新たな商品開発やサービス提供等の取組への支
援。新たに、デジタル技術を活用した取組や脱炭素化
に貢献する取組に支援枠を創設

　業界団体等と商工団体が連携して取り組む、地域経
済への波及効果が高いイベントなどのプロジェクトを支援

　飲食店における感染対策の徹底強化を図るための
認証制度の運用

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により落ち込
んだ観光需要の回復を図るため、宿泊割引キャンペー
ン等を追加で実施

　新たに、児童生徒に対し、学校では体験できないオ
ーケストラ等の規模の大きい実演芸術を文化施設で鑑
賞する機会を提供するとともに、県内の文化芸術団体
の活動の維持・継続を支援

　文化芸術団体等の活動の維持・継続を図るため、
文化イベントの開催を引き続き支援するとともに、
YouTube「新潟ステージチャンネル」において文化芸
術団体等による動画を配信

　ひとり親家庭の父母等の自立に向け、相談窓口の
設置や就業支援セミナー等の実施により就労を支援。
新たに、「ひとり親家庭等就業・自立支援センター」の
相談窓口を上越市に設置

　令和３年度に実施した実態調査等を踏まえ、新た
に、市町村のヤングケアラー支援体制の構築を促進す
るためのコーディネーターを配置

　在宅で生活する医療的ケア児等が円滑に必要な支
援を受けられるよう、医療的ケア児に対する支援の調整
等に加え、新たに、個別の相談に対応する「医療的ケア
児支援センター」を設置

　県内各地のまつり等の中止により活動の場を失って
いるアーティストに出演機会を提供

　中小企業者に対し、国と協調して新型コロナウイルス
対策伴走支援型資金（制度融資）の保証料補助を
行い、引き続き資金繰りを強力に支援

　感染症対策認証を受けた店舗の感染防止対策に
係る設備整備経費を支援

　感染拡大に伴う飲食店等への営業時間短縮の要
請等により、売上が減少した飲食関連事業者に対し、
事業継続に向けた支援金を支給

　新型コロナウイルス感染症患者が入院する病床を確
保するため、重点医療機関等として病床を確保した医
療機関に対し空床に伴う費用を補填

　集団感染が発生した施設における検査キットを用い
た無料ＰＣＲ検査等を実施するとともに、市町村が独自
に実施する検査を支援

　発熱患者等からの24時間の相談体制を確保するた
め、「受診・相談センター」を設置するとともに、発熱外来
や行政検査の集中実施を図るため県内12箇所に「地
域外来・検査センター」を設置するほか、検査（保険適
用分）の自己負担分に対する支援等を実施

　新型コロナウイルス感染症の影響による主食用米の
需要減少に対応し、需給環境の改善を図るため、令
和４年産において更なる減産が必要なことから、国の支
援策と併せて、緊急的に主食用米から非主食用米等
への作付転換を支援

新型コロナウイルス感染拡大防止と社会経済活動の両立
　引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止対策や医療提供体制の確保に万全を期すほか、ウィズコロナの下での社会経済活動の維持と回復
に向け、県内事業者等が活動を継続できるよう支援するとともに、日常生活に支障が生じた方々等へのセーフティネットの確保等に取り組みます。

　ワクチン接種体制、受診・相談体制の継続やＰＣ
Ｒ検査体制の確保など感染拡大防止に向けた体制
を継続するとともに、入院・療養体制の確保や医療
従事者の確保など医療提供体制の確保に引き続
き万全を期してまいります。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、厳し
い環境に置かれている事業者等の事業継続や社
会経済活動の変化に対応した新分野への展開等
を支援するとともに、観光・農業など個々の分野の
実情に応じた支援や、地域公共交通の維持・確保
等に向けた支援等に取り組みます。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、生活
に困難を抱えた方々などへの支援に取り組むとと
もに、厳しい状況にある文化芸術団体等の活動を
支援します。

感染拡大防止対策・
医療提供体制確保

1,220,803千円
新型コロナウイルスワクチン接種
体制確保・接種促進

社会経済活動の維持・回復

1,165,702千円
新型コロナウイルス対応新事業
チャレンジ支援事業

生活や文化活動等への支援

659,606千円
『消費喚起・需要拡大プロジェクト』
応援事業（第３弾）

84,254千円
飲食店における新型コロナウイルス
感染症対策認証事業

8,382千円
母子（ひとり親）家庭等自立支援事業

6,205千円
ヤングケアラー支援普及啓発事業

13,878千円
医療的ケア児等支援体制整備事業

21,677千円
新潟県文化祭2022ステージ提供事業

250,000千円
コロナ関連制度融資保証料補助事業

99,277千円
感染症対策認証店舗設備導入支援事業

280,200千円
転換作物拡大緊急支援事業 再掲

再掲

再掲

540,000千円新潟県事業継続支援金

21,969,698千円入院病床確保事業

201,400千円PCR検査等重点実施事

1,718,950千円相談・検査体制の確保

14,719,265千円
県内観光需要喚起緊急対策事業
観光需要の喚起に向けた取組 17,078千円

子ども文化芸術体験ステージ提供事業

43,803千円

文化芸術イベント等開催支援・
新潟ステージチャンネルにおける配信
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　県内事業者等によるカーボンリサイクル、カーボンゼロ
化分野への新規参入に向けた研究開発や地域にお
ける再生可能エネルギーの導入に向けた調査等の取
組を支援

　農業分野でのカーボンニュートラルの実現に向け、
新たに、水田・畑地からの温室効果ガス発生抑制技
術や農地への炭素貯留技術等の技術開発を推進す
るとともに、温室効果ガスの削減や、農地への炭素貯留
につながる栽培手法を拡大する取組を支援

　新たに、関係者による協議会を設け、全国に訴求す
る新たなプロジェクトの組成やクレジット販売促進に向
けた戦略を検討

　民間事業者によるサテライトオフィスの整備等を支援。
新たに、整備されたサテライトオフィス等を拠点に進出企
業、県内企業や大学等が取り組む地域活性化事業を
支援

　新たに、県内に脱炭素先行モデル地域を創出し、国
の選定する脱炭素先行地域とともに、県内の脱炭素ド
ミノの起点とするため、ZEH、屋根置太陽光発電、次世
代自動車の導入促進等、先駆的な脱炭素の取組を
行う市町村を支援

　新たに、離島・中山間地など、医療資源が少なく通
院や在宅医療に困難を抱える地域など、居住地域に関
わらず適切な医療が受けられる体制を目指し、オンライン
診療のモデル事業実施に向けた調査・検討を実施

　ICT環境整備が進む学校の授業等における教員の
ICT活用を支援するため、引き続き、県立学校にＩＣＴ
支援員を配置するほか、新たに、県立学校等における
機器の不具合などのトラブルを解決するため、GIGAス
クール運営支援センターを整備

　県外在住の本県出身の若者が本県にＵターンして
就業した場合に、奨学金の返還を支援

　新たに、ＤＸによるビジネスモデルの変革等を目指す
企業の経営者を対象として研修を実施し、DXの成功
事例の創出を支援

・新潟米生産に係る省力化と生産力の確保に向け、本
県米生産の中核を担う大規模経営体におけるスマー
ト農業技術の導入に向けた取組を支援
・園芸で先行して取り組んだおけさ柿や雪下にんじん等
の品目におけるスマート農業技術の普及等に係る課
題の検討に加え、生産量が拡大しているえだまめの生
産性向上に向けた実証を実施

　令和７年度までの原則オンライン化に向け、令和４年
度から新たな電子申請・届出システムを導入し行政手
続オンライン化を推進

　令和４年度からの電子納付と現金・収入証紙取扱
窓口におけるキャッシュレス決済開始に向けたシステム
環境整備等

　東京23区（在住者又は通勤者）から本県への就業
等を伴う移住者に対し支援金を給付。子育て世帯によ
る移住への支援を拡充

　救急医療ひっ迫等の解消のため、新たに、救急医
療に関する24時間対応可能なＡＩ相談サービスを導入

　地域の実情に合わせたMaaS、自動運転の活用事
例創出のため、市町村等の導入に向けた取組を支
援。新たに、タクシーを活用した交通サービスの提供に
向け、県、市町村、県ハイヤー・タクシー協会と協議会
を設立し、協議会が行う定額運賃(サブスクリプション)
タクシーの実証事業を支援

　新たに、高齢者等の交通手段確保に向けた環境
性能の高いユニバーサルデザインタクシーの導入と、新
潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた県内事業者
における電気自動車等の導入を支援

　県立学校にタブレット端末を追加で整備し、高等学
校段階における１人１台端末環境を実現

　洋上風力発電事業の推進を図るための調査等を
実施するほか、県内企業の風力発電産業参入を支援

　新型コロナウイルス感染症の影響等による分散型社会やデジタル化社会の進展をはじめとする社会経済の変化や、脱炭素社会への転換など、
新たな課題に対する取組を推進するとともに、防災・減災、健康立県、起業・創業、交流人口の拡大といった本県の重要課題に引き続き取り組みます。

　新型コロナウイルスの感染拡大を契機とした人
や企業の地方分散の流れを的確に捉え、地域の持
つ強みや財産を活かしつつ、移住促進や企業誘致
といった施策を官民で進めることによって、その流
れを本県に呼び込み、新潟が選ばれる地域となる
よう取り組んでまいります。

　令和３年度に検討を進めてきた「新潟県2050
年カーボンゼロの実現に向けた戦略」を踏まえ、脱
炭素社会への転換に向け、官民一体となり各部門
において再エネ・脱炭素燃料の「創出」、「活用」、Ｃ
Ｏ₂排出の「削減」、「吸収・貯留」の具体的な取組を
着実に進めてまいります。

　経済・社会のデジタル化が進展する中、県内経
済界とともに策定した県内産業デジタル化構想の
下、県内の各産業が有する課題に応じたＤＸの推
進を図るとともに、デジタル改革の実行方針を踏
まえ、行政サービスの利便性向上等を図るため、
暮らしや行政のＤＸを強力に推進してまいります。

「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現に向けた重点的な取組

分散型社会への対応

デジタル改革の実行

20,300千円
地域循環型再生可能エネルギー
形成促進事業

2,024千円
へき地等におけるオンライン診療
モデル検討事業

160,763千円
GIGAスクール運営支援センター
整備事業

150,000千円
サテライトオフィス等整備支援事業

◆ ポスト・コロナ社会における本県の中長期的な成長・発展に向けた取組

IT関連企業の誘致促進

脱炭素社会への転換

490,000千円
脱炭素先行地域パッケージ支援事業

地域の取組・家庭部門

業務・産業部門

33,079千円

カーボンニュートラル実現に向けた
農業技術開発・モデル実証事業

11,361千円
新潟県カーボン・オフセット制度普及
促進事業

農林水産業分野・吸収源対策

再生可能エネルギー導入促進

運輸部門

暮らしのＤＸ

42,600千円
Ｕターン促進奨学金返還支援事業

23,357千円
新モビリティサービス導入推進事業　

1,990,780千円
県立学校ＩＣＴ環境整備費

U・Iターン施策の推進

25,880千円
DX「やる気」の県内企業育成事業

11,256千円
新潟米・園芸のスマート農業の推進

県内産業のＤＸ

15,098千円
行政手続オンライン化システムの運用

34,007千円
キャッシュレス決済導入関連事業費

行政のＤＸ

再掲

24,250千円
次世代タクシー等導入促進事業　再掲

56,263千円洋上風力発電推進事業

95,814千円移住・就業等支援事業

11,256千円ＡＩ救急システム運営事業

再掲



 Q　デジタル化の推進と県経済の活性化等について
　コロナ禍における感染状況の把握や補助金手続きの
遅れなどで顕在化した我が国のデジタル化の遅れとい
う反省を踏まえて、先月、国においてデジタル社会形
成の司令塔となるデジタル庁が発足した。本県におい
てもデジタル化を推進して
いるが、行政手続きのオン
ライン化や納税における電
子決済導入の進捗状況と今
後の取組方針を伺う。

 A　行政手続のオンライン化については、先般策定した
「行政手続オンライン化構想」に基づき、令和 4年度中
に県単独で変更できる手続のうち処理件数の約８割につ
いてオンライン対応可能となるよう、電子認証や電子納付
などの機能も追加された新しい電子申請システムの構築を
進めているところです。
　今後、具体的な利用者や手続の場面等を想定しながら、
業務プロセスの見直しとあわせて作業を進め、県民等の
利便性向上や業務の効率化が実現できるようしつかり取り
組んでまいります。
　また、納税手続においては、現在、スマ トフォン決済ア
プリ等により、主要な税目で電子決済が可能であり、概ね
近隣県と同程度利用されている状況です。
　引き続き各種媒体を活用し、利便性のPRに努めるとと
もに、改めて関係団体に対して利用促進を要請してまいり
たいと考えております。

 Q　デジタル監やデジタル専門チームの設置等について
　デジタル庁ではデジタル監に石倉洋子氏が就任し、 
行政のDXをリードし誰もがデジタルの恩恵を実感で
きる仕組みの構築を進めている。本県も ICT 推進課に
専門人材を配置しているが、デジタル化を強力に推進
するために、県のデジタル化全体を把握し、 最新技術
が分かり、分かりやすく説明ができるデジタル監や、デ
ジタル専門チームの設置等を検討すべきと考えるが、
所見を伺う。

 A　本県においても、デジタル化が喫緊の課題となってい
ることから、部局横断的かつ速やかに対応するため、 7月
に私を 本部長とする「新潟県デジタル改革実行本部」を
立ち上げ、その下にデジタル改革タスクフォスを設置しまし
た。現在、最高デジタル責任者 (CDO)である知事政策
局長のもとで、実行方針などの企画立案とその推進や、
各部局にまたがる課 題の調整を行い、IT専門人材によ
るCDO補佐室が技術面からサポートしております。
　こうした体制のもとで、できることから着手しつつ、実行 
方針の各項目について検討を深めてまいります。併せて、
こうした取組や検討の進捗に応じて必要な推進体制や専
門人材の活用の在り方についても研究してまいります。

 Q　理工系人材の育成について
　我が国は理工系専攻が２割と低く、文部科学省は、 
理工系人材の質的充実・量的確保に向け、理工系人材
育成戦略を示している。 本県も次世代を担うイノベー
ション人材やデジタル人材確保の観点から、理工系の
大学・学部を志望する生徒を増やす取組や、県内大学
における高度専門人材養成への支援による理工系人材
の育成に更に力を入れるべきと考えるが、本県の理工
系専攻の現状と今後の取組について所見を伺う。

 A　令和２年春に本県の高等学校から大学に進学した者
のうち、理工系学部を選択した生徒の割合は、全国と同
水準の21％となっております。
　高等学校における理工系人材の育成を図る取組として、 
県教育委員会では、 先進的な理科・数学教育を実践する
スーパーサイエンスハイスクール事業をはじめ、 科学技術
に対する興味・関心や知的好奇心等を育むことを目的とし
たセミナー等を実施していると聞いております。

　また、県内大学における理工系人材の育成についてで
ありますが、本年 5月現在における理工系専攻の学生は
約 7,000 名と全体の27％を占めております。一方で、 理工
系学生の県内就職率は、4年制大学全体に比べて約 10
ポイント低い約 40％となっており、理工系人材の県内定着
が課題となっております。
　そのため、県内企業等が必要な人材を確保できるよう、 
県内大学と地元企業との連携強化や、り早い段階からの
インターンシップの促進など、理工系人材の県内定着に向
けた取組を進めてまいります。

 Q　官民ファンドの創設について
　全国的に大学発ベンチャー企業に出資するベンチャ
ーキャピタルが設置され、 大学発ベンチャーヘの投資
数が増加している。本県も民間のベンチャーキャピタ
ルがあるが、 研究の段階から資金の回収までの期間の
長さや、 事業化までの経営的困難の多さなどから投資
できない案件も多いと聞いており、官民ファンドの創設
が望まれる。本県も大学発ベンチャー企業数を増やす
ために、 官民が連携してファンドを設置するべきと考え
るが、 所見を伺う。

 A　大学の研究シーズを活用した大学発ベンチャーヘの
投資は、 研究・開発が長期間に及び、費用も大きくなる傾
向があるため、既存のベンチャーキャピタルでは出資が難
しいケースもあるものと認識しております。
　国においても、大学発ベンチャの増加を目指し、産業競
争力強化法を改正し、現在ある東北、東京、京都、大
阪の各国立大学に設置されているファンドが、当該大学に
限らず他の国立大学まで投資できるよう対象を拡大してお
り、県内国ーが投資対象になる可能性もあります。立大
学発のベンチャーが投資対象になる可能性もあります。な
お、新たな官民ファンドの創設にあたっては、一般的に、
運営者の選定や出資者集め、投資リターンの目標設定な
ど、多くの課題もあります。そのため、ファンドも含め、創
業時の資金支援のあり方につ
いて、大学、金融機関、県
内経済界と意見交換しながら
検討してまいりたいと考えてお
ります。

 Q　県内高校における募集定員のあり方の協議について
　教育の諸課題について現在、中学校卒業生の減少を
踏まえた県内高校の募集学級数の減は県立高校のみで
行っているが、このままでは地域から県立高校がなくな
ったり、小規模校化により教育の質が低下することが懸
念される。県教育委員会として、高校の地域偏在を防
ぐことや高校の規模を適正なものとする観点から、定
員のあり方について私立高校と協議していく必要があ
ると考えるが、所見を伺う。

 A　県立高校等の募集学級計画は、中学校卒業者数や
生徒のエリア間の流出入状況等を勘案しながら策定してお
り、毎年度の募集学級数については市立・私立高校の募
集定員の状況も加味した上で決定しております。
　平成 23 年春から令和 3年春の 10 年間で、 中学校卒
業者数が 4,000 人余り減少する中、中等教育学校後期課
程を含む県立 高校の募集学級数が 97 学級減少する一
方、私立高校では４学級増加しており、議員ご指摘のとお
り、県立高校のみで学級減を行ってきた状況にあります。
　県では毎年、市立・私立高校の関係者と意見交換する
場を設け、各学校の入学状況等について情報交換を行っ
てまいりましたが、今後、より深刻になる生徒数減少の課
題を共有し、県内高校の募集定員のあり方についても議
論を進めていきたいと考えております。

 Q　県内の通信制商校の入学者の推移と県立高校の
再編整備に及ぼす影響について
　近年、高校・大学における通信教育が充実し、生徒は

増加傾向にある。人口減少により県立高校の統廃合が
課題となっているが、通信制課程への希望者が更に増え
れば、県立高校の統廃合に影響を及ぼすことが想定され
る。県内の通信制高校の入学者の推移と県立高校の再
編整備に及ぼす影響について伺う。

 A　県内の中学校卒業者のうち、通信制課程の商校へ
の入学者数は、 広域通信制高校も含めると、平成 29 年
春の354 人から、今春は636 人になるなど、近年、増加
傾向にあり、県立高校の募集学級数や再編整備等に少な
からず影響を与えるものと認識しております。
　県教育委員会では、こうした動向を踏まえ、高田南城
高校通信制課程への通学コースの設置や、定時制高校
での通級指導教室の設置など、生徒一人一人のニーズに
応じた柔軟な学びができる教育環境の整備を進めており、
また、全日制課程の高校についても、それぞれの学校の
特色を活かした魅力と活力ある学校づくりを進めてまいりま
す。

 Q　スクールバスの運行の拡充等について
　本県の特別支援学校の高等部では生徒の増加が見
込まれるが、高等部では重度の生徒が一定数いると聞
く。県は、児童生徒の通学費を就学奨励費として支援
しているが、公共交通利
用における課題も多く、ま
た、市町村の支援の濃淡
によって保護者の負担が
重い地域もある。そこで、
重度の生徒が一定数いる
ことを考慮し、スクールバスの運行を拡充すべきと考え
るが所見を伺う。併せて、 濃淡のある市町村の支援に
ついての所見を伺う。

 A　県教育委員会では、公共交通機関の整備が不十分
な地域の学校や視覚・聴覚障害、肢体不自由により移動
が困難な児童生徒が在籍する学校に、スクールバスを運
行しております。
　県立特別支援学校においては通学区域が広域であり、 
すべての児童生徒に対応できる通学手段を、県が確保す
ることは困難であると考えておりますが、議員ご指摘のとお
り、重度の障害のある生徒につきましては自力での通学が
難しいことから、保護者の送迎負担も大きくなっているもの
と認識しております。
　県教育委員会といたしましては、引き続き、就学奨励
費の拡充を国に要望していくとともに、各学校においては、
保護者に対し、始業前の受入れや寄宿舎への入舎、 福
祉サービスの利用など、通学に対する相談を行ってまいり
ます。
　また、市町村の通学に係る支援につきましては、それぞ
れの事情に応じて判断しているものと認識しております。

 Q　医師の地域偏在と診療科偏在の是正について
　医師不足と同様、 医師の地域偏在と診療科偏在も大
きな課題である。 医師の地域偏在是正に向けては、 イ
ンセンティブ導入など医師の適正配置に向けた対策を
講じるべきと考えるが、所見を伺う。また、診療科偏
在是正に向けては、 産科・救命救急・小児科・外科な
ど医師数が少ない分野の医師を育てることや、幅広い
診療科に対応できる医師を育てることも重要と考える
が、所見を伺う。

 A　県内の地域偏在の是正には、地域枠など修学資金
貸与医師を医師不足地域の病院に配置することが有効と
考えており、配置される医師が年々拡大しているところで
す。こうした取組のインセンティブとして修学資金制度を設
けており、制度 のさらなる周知に取り組んでまいります。
　診療科の偏在解消に向けては、不足が顕著な診療科
の医師や、幅広い診療に対応できる総合的な診療能力を
持つ医師の育成・確保に取り組んでいく必要があると考え

笠原よしむねの質疑 紙面の都合もあり、その中で主なもの
を抜粋してお届けします。
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ており、産科医等を目指す臨床研修医に対する奨学金の
貸与などの取組を行っております。
　しかしながら、専攻医は都市部に集中しており、国で
は専門研修の都市部の定員にシーリングをかけているもの
の、激変緩和措置により効果が不十分であるほか、 産科
や外科等はシーリングの対象外になっているなどの課題が
あります。
　このため、 「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の
会」などを活用し、引き続き、専門研修の定員に係るシー
リングの徹底や対象診療科の拡大などについて、国に強く
働きかけてまいります。

 Q　現預金の状況と消費喚起策について
　家計の現預金が新型コロナウイルスの影響で大幅に
積み上がっている。成長と分配の好循環を本県で実現
するには、消費を後押しす ることで本県経済を回復する
ことが必要であり、飲食や旅行などサービス産業の需要
を喚起するとともに、デジタル化や新たなチャレンジ等
の支援により、その魅力をさらに磨き上げることが必要
と考える５本県における新型コロナ後の現預金の状況と、
本県経済の回復に向けてどのように消費を喚起していく
のか知事に伺う。

 A　日銀の統計によると、本県における個人預金の残高は、
全国と同様に近年、増加傾向にあり、中でも感染症が拡大
した2020年以降の伸び率は高く、その背景には、緊急事
態宣言等による行動抑制の影響もあるとされております。
　本県経済は持ち直しつ
つありますが、感染拡大防
止対策の影響を受けてい
る飲食・宿泊等の業種で
は厳しい状況にあることか
ら、貯蓄を消費へ振り向け
てもらえるよう後押しし、社会経済活動の回復を図る必要が
あると考えております。
　そのため新年度においても、各種団体が行うイベント等
の開催支援や宿泊割引の実施などにより、個人消費や観
光需要の喚起に取り組むとともに、ポスト ・ コロナを見据え、
県内中小企業の新たな商品開発やサービスの提供へのチ
ャレンジについても、引き続き支援してまいります。

 Q　医学部地域枠の更なる拡大について
　本県の2036年時点における医師不足養成数は1,534人
とされている。花角知事が就任後、医学部地域枠の新設・
拡大を進めているが、 より多くの地域枠を設定している県も
あることや、国の医師偏在指標において本県は全国最下
位であることを踏まえれば、地域枠の更なる拡大に取り組ん
でいく必要があると考えるが、課題と対応について知事に
伺う。

 A　地域枠は、本県の医師確保につながる有効な施策と
考えており、令和4年度地域枠は前年度より20名増となる53
名としたところですが、本県は、国の医師偏在指標で全国
最下位の状況であり、議員ご指摘のとおり、地域枠を更に
拡大していく必要があると考えております。
　一方で、地域枠の拡大に当たっては、大学側の受入体
制の整備や修学資金貸与に伴う多額の財政負担などの課
題もあると認識しております。

　このため、地域枠の更なる拡大に向けて、県内外大学と
丁寧な協議を行うとともに、 「地域医療を担う医師の確保を
目指す知事の会」などを活用し、国に対して、地域医療介
護総合確保基金の配分方針の明確化による重点的な配
分などを求 めてまいります。

 Q　オンライン診療について
　厚生労働省は、新型コロナウイルス対応の特例として
容認していた初診からのオンライン診療を恒久化した。
本県でもオンライン診 療の適正な活用が拡がれば、幅
広い世代でかかりつけ医が定着し、今後の医療体制改
革も進むのではないか。かかりつけ医によるオンライン
診療を全県で受診できる状況を作ることが、本県のかか
りつけ医の定着や医療体制強化につながると考えるが、
県の所見を伺う。

 A　今回のかかりっけ医によるオンライン診療の恒久化は、
議員御指摘のとおり、若い勤労世代を含めた幅広い世代
の医療へのアクセスの改善に資するものであることから、か
かりつけ医の定着や、医療提供体制の強化につながるもの
と考えて おります。
　また、オンライン診療は、医師不足が深刻であり、へき地
や離島を抱える本県にとっては、今後の医療提供体制を確
保していくための有効な手段の一つであると認識しておりま
す。
　このため、本定例会において、 「へき地等におけるオンラ 
イン診療モデル検討事業」についてお諮りしているところで
あり、医療アクセスを補完するため、オンライン診療の活用
を積極的に検討してまいります。

 Q　国産の麻の供給について
　近年、 国産麻の生産量が激減し今や9割が中国産で
ある。 国産麻は神社用の神具や古典芸能の楽器や横綱
の化粧まわしなどに使用され、 白根大凧合戦の綱も国
産麻で作られている。 三重県議会は昨年 3月、 「精麻生
産の維持継承と薬物乱用防止の両立を図るために大 麻
草の栽培及び利用に関す
る検証等を求める意見書」
を厚生労働省 に提出し、 
大麻草の栽培及び利用
に関して十分な検証を行
うととも に薬理成分の含
有量によって区分の検討を進めるよう強く要望した。 三
重県や神社庁などと連携し、 国産麻の供給を守ることが
必要と考えるが、 知事の所見を伺う。

 A　議員ご指摘のとおり伝統文化の継承は非常に重要な
ことであると認識しております。
　一方で、，麻の原料となる大麻草栽培については大麻取
締法 で規制されており、薬物乱用を助長する危険性など
から、免許の交付には慎重な判断が必要とされています。
　全国でも大麻栽培者免許を交付している例はほとんどなく、
本県でも現在、免許を保持している方はおりません。
　県としましては、三重県議会の意見書に対する対応など
国の動向を注視してまいりたいと考えております。
　一方で、従来のプラスチック製品に比べ、耐久性や品質、 
価格、使用用途などの観点から、広く普及するにはなお課
題があるものと認識しております。

 Q　ネーミングライツの導入について
　本県はビッグスワン、 エコ スタジアム、 長岡屋内総
合プールでネ ーミングライツを導入している。 これを
更に拡大すれば、 本県の収 入増につながると考える。 
徳島県や愛知県など他県での導入は本県 以上に進ん
でおり、 スポーツ施設や文化会館、 都市公園、 細かいと 
ころでは歩道橋や道路など多岐に渡る。 また、公用車で
の広告掲載募集もある。 本県におけるネーミングライ
ツ導入についての基本的な考え方と今後の可能性を知
事に伺う。

 A　本県は、 スポーツ施設を中心に4件で導入しておりま
すが、議員ご指摘のとおり、 全国的には、 ダム、森林、 橋梁
などのほか、 歩道橋など小規模な施設も含め、 多岐にわた
る施設に おいて導入されているものと承知しております。
　ネーミングライツの導入は、 行財政改革行動計画におい
ても、 歳入確保策として一層の充実を図ることとしており、 
全 国でのこうした導入事例を踏まえると、 本県においてもよ
り広範な施設に導入していく可能性があると考えております。
　導入が進んでいる都道府県においては、 募集方法、 選
定手続等を制度として定め、 広く募集している事例がある
ことから、 今後、 こうした事例を参考に、制度化を検討し、 
積極的に取り組んでまいりたいと考えております。

 Q　農林水産業について
　我が党では2月議会で農林水産物のブランド条例を
提案している。本県には、 新潟米を始め、 ルレクチェや
新潟枝豆、 にいがた和牛など魅力のある農林水産物が
多くあるが、 知名度が高いのは新潟米のみである。 「雪
室」も、 雪国の特徴を活かした新潟ならではの魅 力とし
てブランド強化に資すると考える。 少量であっても魅力
のあ る本県の農林水産
物を、 積極的に首都圏や
海外にPRし、 価格を高
め る取り組みが重要と考
えるが、 本県農林水産物
のブランド化に向け た取
組方針について知事の所見を伺う。

 A　イメージを高め、 県産農林水産物全体の価値や競争
力を高めてまいりたいと考えております。
　また、 本定例会で提案されている「新潟県農林水産物
のブランド化推進に関する条例」案に対するご議論を踏ま
え、ブランド化に向けた取組をさらに進めてまいりたいと考え
ております。

　一方で、従来のプラスチック製品に比べ、耐久性や品質、 
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南区トピックス

　令和4年4月に味方・白根・根岸地域の3コミュニティ協議会で、一級河川
中ノ口川改修整備促進協議会が設立されました。新潟県では昭和33年度に中
ノ口川の河川改修事業に着手し堤防整備等を進めてきましたが、平成16年23
年の洪水時では三条市の五十嵐川、見附市の刈谷田川が堤防破堤により大規
模な災害に見舞われ、国・県の災害復旧により２つの河川整備が完了しており
ます。その下流部にある中ノ口川の地域の安全・安心確保のため、中ノ口川
治水事業の促進を図ることを目的に本協議会が設立されました。地域の声を県
や国に直接届けることで、一日も早く中ノ口川の改修工事が進むことを期待し
ております。

　令和4年4月に『産業や伝統文化等への麻の活用に関する勉強会』
が、自民党国会議員で設立されました。衆議院議員　森山裕会長で細
田代議士と国定代議士もメンバーに入っています。白根大凧合戦の綱
に使用される国産麻の価格が上がり入手困難になっていることや、全
国で神事や横綱の綱などに使用されていますが、量が足りず中国麻や
マニラ麻などの安価な繊維原料の輸入品が増えています。昭和29年
には国内に37,313名の栽培者がいましたが、令和元年には35名に

まで減少しています。厚生労働省は
国際的な動きを受け、大麻取締法に
おいて実態としてはTHC※という有害
成分に着目して取り締まりを行ってい
ることや、規制すべき物質は有害な
精神作用を示すTHCであることから、

大麻草が含有するTHCに着目した規制に直していくことが適当である
ことも示されました。併せて、国内で免許を受けて栽培されている大
麻草はTHCの含有量が少ない品種であり、神事等に使用される大麻草
の免許者に対する通知の見直しや、指導の弾力化を図ることについて
も示されました。今後、大麻乱用防止のための規制等については引き
続き行われるべき姿勢を前提としつつ、地域における農業の振興と生
産者の支援、神事を始めとする日本の伝統文化の保護など、課題解決
に向けての検討が始まりました。今後、国産麻の安定供給に繋がる勉
強会に期待しています。

一級河川中ノ口川改修整備促進協議会の設立について

最近の大麻等のあり方について

※THC（テトラヒドロカンナビノール）
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